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消防庁

資料１－２



【消防防災施設整備費補助金（平成30年度予算：13.2億円の内数）】

補助対象施設として、活動火山対策避難施設（退避壕、退避舎等）
が規定されており、当該施設を新設する地方公共団体に対し、整備に
要する費用の一部を補助。
平成28年度からは、既存施設の機能強化等に係る改修事業も対象

に追加。

【緊急防災・減災事業債（平成30年度地方債計画 ：5,000億円の内数）】
平成27年度から、活動火山対策避難施設（退避壕、退避舎等）を整備する事業も対象事業と

して追加。新設だけでなく、既存施設の機能強化等に係る改修事業も対象。

〈充当率〉 100％
〈交付税措置〉 元利償還金について、その70％を基準財政需要額に算入

〈事業年度〉 平成32年度まで

消防防災施設整備費補助金
補助実績（退避壕）

浅間山（長野県小諸市）

火山防災対策に係る消防庁の取組

※活動火山対策特別措置法第14条に規定された避難施設緊急整備地域にある桜島、阿蘇山、有珠山、伊豆大島、十勝岳、雲仙岳、三宅島、霧島山（新燃岳）。

平成30年度から、山小屋等の民間施設を活用した避難施設の整
備について、地方公共団体が補助する場合に係る経費を補助対象
に追加。

〈補助率〉 原則1/3（8火山（※）については、1/2）



⽕⼭防災対策として、消防庁では、これまでも市町村がおこなう活動⽕⼭対策避難施設（退避壕・退避舎
等）の設置・改修等を促進してきましたが、今年度から、⼭⼩屋等の⺠間施設を活⽤した避難施設の整備につ
いて、財政措置を拡充しました。

これにより、①既存の施設の有効活⽤、②コストの削減、③登⼭者への直接的な安全対策、④官⺠協働によ
る⽕⼭防災対策等、様々なメリットが考えられます。

今般、富⼭県⽴⼭町の弥陀ヶ原において、消防防災施設整備費補助⾦を活⽤し、⺠間施設である⼭⼩屋の噴
⽯対策⼯事がおこなわれましたので、以下にご紹介します。

本事例等を参考にするなど、積極的に⼭⼩屋等の⺠間施設を活⽤した避難施設の整備に活⽤ください。

１.消防防災施設整備費補助⾦（今年度拡充分）について

補助対象事業費 ： ３０００万円

市町村補助：９割
２７００万円

⼭⼩屋等
経営者
負担：１割
３００万

国補助：３割
９００万円

都道府県補助：３割
９００万円

市町村負担：３割
９００万円

活動⽕⼭対策施設補助率 : 原則 １/３

【市町村の補助⾦に対して国、都道府県が補助（例）】

申請内容調査

（12⽉上旬）
要望調査〆切

（１月末）

要望内容審査

（２月中）

補助金配分

（４月上旬）

交付申請

（４月上旬）

交付決定

（４月第３週）

※ 今後以下のスケジュールで要望調査等が⾏われますので、今年度中に⼭⼩屋関係者等と調整願います。

（２）補助スキーム

※ ８⽕⼭補助率 : １/２
活動⽕⼭対策特別措置法第１４条に規定された避難施設緊急整備地域に掲げる施設

桜島・阿蘇⼭・有珠⼭・伊⾖⼤島・⼗勝岳・雲仙岳・三宅島・霧島⼭（新燃岳）

市町村または都道府県が補助制度を設けていること

申請

消防庁

⼭⼩屋等
経営者

（１）仕組み

市町村

補助⾦

補助⾦

⼭⼩屋等の⺠間施設を活⽤した避難施設の整備について １/４

補助⾦

都道府県

連絡

※市町村が⾏う補助事業に際して
国及び都道府県が補助するケース

申請

申請



⼭⼩屋等の⺠間施設を活⽤した避難施設の整備について ２/４
２.⽴⼭町の事例【その１（概要）】

⽴⼭町補助⾦要綱

（２）補助スキーム

（３）事業内容

従業員とお客様の命を守るため、噴⽯対策を⾏いました。
これからも⽕⼭と共存して歩んでいきます。

（１）雷⿃荘

○ ⼭⼩屋等の⺠間施設を活⽤
した避難施設の整備、初のモデ
ルケース

＜雷⿃荘位置図＞

○ 弥陀ヶ原⽕⼭の⽕⼝から半径
２㎞以内に位置している

補助対象事業費 : 約２，３００万円

市町村補助：９割
約２，０７０万円

⼭⼩屋等
経営者

負担:１割
約２３０万円

国補助：３割
約６９０万円

雷⿃荘を避難施設として機能強化
するため、４階屋根裏倉庫の床⾯
にアラミド繊維の敷設⼯事を⾏っ
た。

【屋根裏倉庫床上アラミド敷設⼯事】・ ⼭⼩屋経営者に改修等に
関するアンケート調査実施

・ 新たに制定する補助制
度の説明
・ 事業スキームの説明

・ ⽴⼭町活動⽕⼭対策避
難施設整備補助⾦を創設

・ 意向調査の結果、雷⿃
荘が申請

⽕⼝

① 意向調査（３⽉９⽇）

② 説明会の実施（４⽉18⽇）

③ 臨時議会開催（４⽉26⽇）

④ 申請（４⽉27⽇）

⑤ ⼯事内容

【アラミド繊維とは？】
衝突速度80m/sで

こぶし⼤（10㎝）以下
程度の噴⽯（衝突エ
ネルギー4,192J）の
貫通を防ぐことがで
き、床上等に敷設することで、突発
的な噴⽕に登⼭者等が遭遇した場合、
緊急的に⾝を隠すことができる避難
施設として⼗分に機能を果たすこと
が期待できる。

⑥ 噴⽯対策イメージ

従業員とお客様の命を守るため、噴⽯対策をおこない
ました。これからも⽕⼭と共存して歩んでいきます。経営者の声

【決算前の⾦額を概算で表⽰】

衝撃耐⼒向上のための施設改修等に係る経費：９割補助⽴⼭町補助⾦

客室

アラミド敷設箇所
噴⽯

食堂

○ 標⾼約２，４００ｍにある⼭荘

避難場所

その範囲に相当する、１階
⾷堂並びに２階事務室及び
休憩室を避難場所に設定

＜地獄⾕と雷⿃荘＞

事務室休憩室 避難場所

４階屋根裏倉庫床⾯
（200㎡）にアラミド敷設 雷

鳥
荘

（平成30年１０⽉現在）

地
獄
谷

県補助：３割
約６９０万円



⽴⼭町担当者 富⼭県担当者

⼭⼩屋関係者

⼭⼩屋等の⺠間施設を活⽤した避難施設の整備について ３/４
３.⽴⼭町の事例【その２（ポイント）】
（１）改修・補修など、⼭⼩屋の動向を把握

（２）迅速な意思決定・予算化等

〇改修・補修⼯事とあわせて噴⽯対策⼯事をおこなうことで、⼭⼩
屋等の負担を軽減(費⽤、⼯期、宿泊客への対応など）

（３）官⺠協働による⽕⼭防災対策

① 上記（１）の⼯事の情報を⼊⼿してからの⾃治体、⼭⼩屋等関係者の迅速な意思決定
② ⾃治体担当者による丁寧な説明
③ 臨時議会の開催等、⾃治体による迅速な予算措置、対応

① 噴⽕時に逃げ込んでくる登⼭者への対応
② 従業員や宿泊客への安全対策
③ ヘルメットやガスマスクなど防災資機材の無償貸与
④ 地域防災計画や避難計画への位置づけ

① 営業時期への影響
１年のうちで５⽉〜１０⽉頃までしか営業できないことから、営業期間に極⼒影響

を与えないよう、屋根や壁の補修⼯事等と合わせて噴⽯対策⼯事をおこなう。

② ⼯事費の費⽤軽減

③ 宿泊客への不安軽減

⼯事のための資材をヘリコプターで運搬すると費⽤が嵩むため、雪が残っている春先
（５⽉頃）までにブルドーザー等でまとめて運搬することにより費⽤を抑えることが可能。

噴⽯対策⼯事をおこなうことにより宿泊客の不安を煽ってしまうことに繋がるおそ
れがあるが、改修・補修⼯事と合わせることで、宿泊客への不安を軽減。

＜⽴⼭町が実際に使⽤した意向調査確認表＞



⽴⼭町活動⽕⼭対策避難施設整備補助⾦交付要綱（ﾎﾟｲﾝﾄ）
○⼭⼩屋の定義（第２条第１号）

弥陀ヶ原⽕⼭⽕⼝から半径2km以内の⺠間の⼭⼩屋をいう
○補助⾦の交付（第３条）

⼭⼩屋の経営者が噴⽯等から観光客等の安全を確保ために衝撃耐
⼒を向上させる施設整備に要する経費に対して、補助⾦を交付する
○補助⾦の交付額等（第４条）

対象経費は、⼭⼩屋の経営者が実施する避難施設の衝撃耐⼒向上
のための施設改修経費の９割とする

⻑野県活⽕⼭登⼭者安全対策設備整備補助⾦交付要綱
（市町村が⺠間の施設に補助する場合のﾎﾟｲﾝﾄ）
○補助対象者（第１及び第４）

常時観測⽕⼭を有する市町村
○補助対象経費（第３）

⽕⼭防災協議会により強化の必要性が認められた⼭⼩屋に対し、専
⾨的な知⾒に基づいて⾏う屋根等を強化するための整備費
○補助⾦額（第３）

市町村が補助する額の１／２以内(整備費全体の２／５を上限）

市町村による補助要綱（例） 都道府県よる補助要綱（例）

⼭⼩屋等の⺠間施設を活⽤した避難施設の整備について ４/４
４.事業推進のために必要なポイント
（１）補助要綱の整備
〇 都道府県との補助内容等の調整、地域のニーズに沿った補助要綱の整備

（２）⼭⼩屋等関係者との信頼関係の構築

（３）改修・補修などの情報の把握（ポイント！）

（４）計画的な事業推進

〇 安全対策・補助事業等に関する説明会の実施
〇 防災資機材の無償貸与、避難計画の策定、 防災訓練の協働による実施、各種技術指導 他

〇 改修・補修⼯事と合わせて噴⽯対策⼯事をおこなうことで、⼭⼩屋の負担
を軽減できることから、積極的に情報を把握する

〇 都道府県、市町村による計画的な⽕⼭防災対策に係る事業推進・予算化
〇 ⽕⼭防災協議会との連携
〇 ⾸⻑への働きかけ 他

＜⽴⼭町弥陀ヶ原の⽕⼭湖＞



火山地域における土砂災害対策と重点施策

砂防関係事業における主要項目

地域を守る総合的な土砂災害対策 等

・激甚な土砂災害が発生した地域において集中的
に実施する災害対策

・下流域の安全度向上や重要交通網の保全に寄与
する土砂災害対策

・火山地域における土砂災害対策

・土砂災害警戒区域等の指定および避難体制の充
実・強化

火山地域における土砂災害対策

平成30年1月の草津白根山の噴火等を踏まえ、火山
地域において、予防的対策として砂防堰堤や遊砂地等
を整備するとともに、火山噴火に対し迅速かつ的確な緊
急対策を実施するための火山噴火緊急減災対策砂防
計画の策定、緊急対策用資材の製作・配備、火山噴火
に伴う土砂災害に関するリアルタイムハザードマップの
提供体制の構築、監視設備の強化等を推進する。

平成31年度重点施策

降灰ゲージ

降灰マーカー
降灰後降灰前

通常電源 予備電源

通信ルート（通常時）

通信ルート（非常時）
電源・通信
の多重化及
び電源状況
等確認装置
の導入

事務所等で電源・
通信の状況を把握
できる装置を導入

ヘリによる⽕⼝位置
・降灰範囲の調査

航空レーザ測量等による
地形変化の把握

砂防堰堤・
センサー等の整備降灰ゲージ

等の設置

通信等の多重化
緊急時におけるリアルタ
イムハザードマップ等に
よる危険区域の把握

レーダによる
降灰の監視

強靱ワイヤーネットによる対策例

 監視カメラの電源や通信のルートを多重化や光
ケーブルネットワークの集中的整備等など、監
視体制を強靱化。

 ドローン・無人ヘリの活用、降灰ゲージの現地
設置あるいはレーダ等を用いた降灰監視手法の
導入など、降灰状況調査の高度化。

 強靱ワイヤーネット等の備蓄等の積極的な導入。
等
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４９火山における火山砂防ハザードマップ等の作成状況

※平成３０年３月末現在



リアルタイムハザードマップについて （平成３０年９月１９日報道発表）



500m
1km

2km

中之条町

長野原町

嬬恋村

草津町

高山村

山ノ内町

長笹沢川

湯川

東吾妻町

まつ かわ

長野県

群馬県

1km2km 鏡池 泉水沢

白根沢

殺生沢

万座川1 万座川2

カメラ③
（国交省）

地震計・空振計

カメラ①
（国交省）

地震計・空振計

カメラ
（草津町）

カメラ④
（国交省）

カメラ⑦
（国交省）

カメラ⑥
（国交省）

カメラ⑤
（国交省）

凡 例

： 噴火警戒レベル防災対応範囲

： 流 域 界

： 既設カメラ（国土交通省）
： 仮設カメラ（国土交通省）

： カメラ（草津町）

： カメラ（気象庁）
： 地震計・空振計（気象庁）

： 明瞭な降灰が確認できる範囲（国総研提供）

○降灰状況把握のため、関東地方整備局が１月２３日に防災ヘリコプターによる現地調査を実施。鏡池
から北東方向に向けて火山灰が堆積しているとみられる。

○２４日、土砂災害専門家（白木准教授（東京農工大）ほか）を現地に派遣。専門家からは、現時点で土
砂災害が発生するおそれは低いと考えられるが、状況変化に備え、引き続きカメラなどによる監視が必
要であるとの見解が示された。

○関東地方整備局は既設カメラに加え、仮設カメラ6基（計7基）を新たに設置。

振子沢
カメラ②
（国交省）

カメラ
（気象庁）

温泉街

カメラ④画像（国交省）※

鏡池

カメラ①画像（国交省）※

鏡池

カメラ⑤画像（国交省）※

鏡池方向

※利根水系砂防事務所ＨＰで公開中

土砂災害専門家による記者会見の様子

平成３０年１月草津白根山（本白根山）噴火に伴う砂防の対応



平成３０年４月５日の霧島山（新燃岳）噴火に伴う対応

○霧島山（新燃岳）では、４月５日（木）に３月２５日以来となる爆発的噴火が発生し、噴煙が一連の噴火で
最高となる火口縁上約８０００ｍまで上がったほか、火砕流が発生し、火口の中心から南東側へ約８００ｍ
（火口縁から約４００ｍ）流下した。

○九州地方整備局が４月５日に実施したヘリ調査及び同日地上調査では、新燃岳の東側で降灰が確認さ
れたが、流域を広く覆う明瞭な火山灰の堆積は認められなかった。今後も火山の状況を注視しながら観
測を継続。

○４月６日に、新燃岳周辺の雨量観測所（矢岳観測所）で最大時間雨量１２ｍｍ、累積雨量２９ｍｍの降水
を観測したが、土石流の発生は確認されていない。

① ②

1km

2km

新燃岳火口

3km

ヘリ調査及び地上調査（４月５日）の結果

雨量観測所
（矢岳）

地理院地図

鹿児島県

宮崎県

霧島温泉

①

②
④

③

：地上調査箇所 （降灰無し）
：地上調査箇所 （1mm未満）

：へり調査によって確認した降灰範囲

：写真の撮影方向

：県境

0.5mm未満

0.5mm未満

0.5mm未満

③

④
ＪＡＸＡによるＳＡＲ画像（4月8日23:37頃）

高原小学校付近

火口縁を乗り越えた溶岩

（国土技術政策総合研究所によるコメント）
・前回観測時（3月28日）に比べ、溶岩流が
西側斜面をさらに流下している様子が確認
できる
・東側斜面への溶岩流出は確認できない



●山梨県側における砂防事業の必要性

○従来直轄火山砂防事業を実施していた富士山の静岡県側に加え、今年度より新たに山梨
県側を直轄化し、計画に基づく対策に着手。

土石流による被害の状況（富士吉
田市下吉田泉町付近 S36）

富士河口湖町

御殿場市

河口湖

富士スバルライン

富士吉田市

鳴沢村

氾濫想定区域

富士山直轄火山砂防事業の実施

着工式の開催状況

日 時：平成30年6月9日(土) 10:00～11:00

場 所：山梨県富士山科学研究所（山梨県富士吉田市）

主 催：山梨県、富士山火山噴火対策砂防事業促進期成同盟会

出席者：堀内 詔子 衆議院議員、中谷 真一 衆議院議員、森屋 宏

参議院議員、後藤 斎山梨県知事、堀内 茂 富士吉田市

長、堀内 富久 都留市長、小林 千尋 西桂町長、高村

文教 山中湖村長、小林 優 鳴沢村長、渡辺 喜久男 富

士河口湖町長、

望月 幹也 身延町長、山梨県議会議員ほか 合計２２名

土石流により、５合目付近の富士ス
バルラインが寸断、６合目の県安全
指導センターが被災（山梨県 Ｈ3）

●直轄砂防事業着工式の開催

■後藤山梨県知事 挨拶
本日の着手式が、富士山の火
山噴火対策の更なる加速に向
けた契機となるとともに、今後、
着実に対策が進むよう、県として
も国会議員や県議会議員、期成
同盟会の皆様と協力しながら全
力で取り組んで参ります。

山梨県側における降灰後の土石流氾濫範囲想定と主要道路網

山梨県側の土砂災害の例



２０１８火山砂防フォーラム（桜島）の開催について

プログラム：

○研究発表
「桜島の恵み」
発表者 桜島島内の中学校の生徒さん

・コメンテーター
井口 正人（京都大学防災研究所 火山活動研究センター長）
松田 陽（東京大学大学院 人文社会系研究科 准教授）

○ポスターセッション・展示
・「全国火山防災取組み事例」・火山の恵み展

○事例紹介
①「桜島の《いま》を知る、伝える取り組み」 松本 積（鹿児島地方気象台長）
②「国土交通省の火山砂防の取組み」 吉栁 岳志（大隅河川国道事務所長）
③「火山噴火に向けた連携」 木場 信人（鹿児島県危機管理局長）
④「桜島と共生する鹿児島市」 森 博幸（鹿児島市長）
・コーディネーター：池谷 浩（内閣府 火山防災エキスパート）

日時：平成３０年1１月１日(木)～2日(金) 場所：鹿児島県鹿児島市
参加者：国、県、市町村等の関係職員及び一般住民等 約８００名
主催：火山砂防フォーラム委員会

火山地域の自治体が主体となって、砂防を含む火山防災の啓発と安全で
活力ある地域づくりについて理解を深めることを目的とし毎年各地で実
施しており、今回で2８回目の開催。

開催テーマ：火山を知り、火山と共に生きる ～活ける火山との共生を図る地域に学ぶ～

野尻川

春松川

北岳 南岳

来賓挨拶
（宮路拓馬衆議院議員）

会場の様子
（鹿児島市民文化ホール）

主催者挨拶
（鹿児島市長）

桜島周辺地域における先進的な火山防災の取組を全国に発信するとともに、火山を抱える
自治体の課題の共有及び解決に向けた方向性の議論等が行われ、今後の火山防災の発
展において有意義なフォーラムとなった。

自治体首長が出席された火山砂防フォー
ラム委員会※の市町村：
八幡平市、嬬恋村、糸魚川市、島原市、
高原町、阿蘇市、鹿児島市

※火山地域の自治体等で構成され、相互の情報交換及び
地域振興や火山砂防への寄与等を目的とした委員会



2018年11⽉16⽇
気象庁地震⽕⼭部⽕⼭課
⽕⼭防災情報調整室

1

⽕⼭災害時における気象庁の
⾃治体⽀援等について

資料１－４



2

JETT（気象庁防災対応支援チーム）の創設 平成30年5月1日



火山災害時における気象庁の自治体支援等について

3

本庁・管区
⽕⼭監視・
警報センター

地⽅気象台

地元⾃治体等
・活動⽀援
・⽕⼭監視
・状況解説

職員を派遣

火山災害時には、地元自治体等に職員を派遣します

支援内容
・救助・避難活動のサポート
・火山活動や気象状況の解説
・火山状況の監視 など



次世代⽕⼭研究・⼈材育成
総合プロジェクト

研究開発局 地震・防災研究課
平成30年11月16日

第３回火山防災協議会に参画する火山専門家等の連携会議

1

資料１－５



次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト 概要

先端的な火山観測技術の開発

火山透過技術 高エネルギー物理学

リモートセンシング 資源工学

火山ガス観測 地球化学
火山噴火の予測技術の開発

火山噴出物分析 物質科学

噴火履歴調査 歴史学、考古学、地質学

シミュレーション 計算科学

火山災害対策技術の開発

ドローンによる災害把握技術 測量、画像処理

リアルタイム降灰予測 計算科学、気象学

災害対策情報ツールの開発 社会防災

各種観測データの一元化

本事業で開発する観測技術による観測データ
及び既存の観測機器による観測データを、

一元化共有するシステムの開発

火山研究人材育成
コンソーシアム

博士課程学生を研究プロジェクトに参画
博士課程修了後にポスドクとして起用

人材育成プログラムへの
参画・協力

行政機関（国、地方）、
民間企業

修了証明書

大学
海外の
研究機関

国立研究
開発法人

地方自治体の
研究機関

集中講義

海外研修

フィールドワーク

事業の目的・目標
（アウトプット）

直面する火山災害への対応
（災害状況をリアルタイムで把握し、

活動の推移予測を提示）

火山噴火の
発生確率を提示

理学にとどまらず工学・社会科学等の
広範な知識と高度な技能を有する

火山研究者の育成・確保
（当面5年間で80人→160人の確保）

運営方針

事務局

① 「次世代火山研究推進事業」⇒プロジェクトリーダーの強力なリーダーシップの下、他分野との連携・融合を図り、「観測・予測・対策」の一体的な研究を推進
② 「火山研究人材育成コンソーシアム構築事業」⇒大学間連携を強化するとともに、最先端の火山研究と連携させた体系的な教育プログラムを提供

委託先機関：大学、国立研究開発法人等 事業期間：平成28年度～平成37年度

2

機動観測 地球物理学

協力・連携

次世代火山研究
推進事業

国内外の研究資源・教育資源を結集し、
主要３分野（地球物理学、地質・岩石学、地球化学）に加え、
工学、社会科学等の関連分野を体系的に学ぶことのできる
教育プログラム

人材育成運営委員会

※研究プロジェクトとの連携

各課題は
相互に連携・融合

プロジェクトリーダー



噴煙柱
シミュレーション

先端的な⽕⼭観測技術の開発

素粒⼦ミュオンを⽤いた
⽕⼭透視技術の開発

リモートセンシングを利⽤
した⽕⼭観測技術の開発

⽕⼭ガス観測・分析によ
る⽕⼭活動推移把握技術

の開発
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多項⽬・精密観測、機動的
観測による⽕⼭内部構造・

状態把握技術の開発

 新たな⽕⼭観測技術や解析⼿法等を開発し、
噴⽕予測の⾼度化を⽬指しています。

硫黄山

⽕⼭噴⽕の予測技術の開発
 噴⽕履歴の解明、噴出物の分析（噴⽕事象の解

析）を実施し、得られた結果をもとに数値シ
ミュレーション精度を向上させ、噴⽕予測⼿法
の向上、噴⽕事象系統樹の整備等を⽬指してい
ます。

噴出物分析による
噴⽕事象分岐予測⼿法

の開発

ボーリング、トレンチ調査、
地表調査等による噴⽕履歴・

推移の解明

数値シミュレーションによる噴⽕ハザード予測
（マグマ移動、噴⽕ハザードシミュレーション）

⽕⼭災害対策技術の開発

リアルタイムの⽕⼭灰状況把握
及び予測⼿法の開発

⽕⼭災害対策のための
情報ツールの開発

⽕⼭観測に必要な新たな観測技術の開発

位相シフト光⼲渉法による
電気的回路を持たない

⽕⼭観測⽅式の検討及び開発

マルチコプター

マイクロ波
送電アンテナ

火山監視・観測装置

送電波

送受信波
（観測データ）

ドローン等を⽤いた
上空からの送電及び

⾃動データ回収の技術開発

 ⽕⼭観測データ等のデータネットワークの
構築により、⽕⼭研究や⽕⼭防災への貢献
を⽬指しています。

 本プロジェクトで取得したデータのほか、
⽕⼭分野のデータ流通を可能なものから順
次共有を進めていきます。

 早ければ平成30年度中の運⽤開始を⽬指し、
システム開発を進めています。

観測データ

⽕⼭観測データ
ネットワーク

⼤学・研究者
ププロジェクト
参画機関

他データ
ベース

防災機関

⾃治体⾃治体
⾏政機関

⺠間企業

防災科学技術研究所防災科学技術研究所

観測施設

ドローン等によるリアル
タイムの⽕⼭災害把握

 噴⽕発⽣時に状況をリアルタイムで把
握し、推移予測、リスク評価に基づき
⽕⼭災害対策に資する情報提供を⾏う
仕組みの開発を⽬指しています。

各種観測データの⼀元化

○次世代⽕⼭研究推進事業では、分野を融合した、先端的な⽕⼭研究を実施しています。
○平成29年度までの主な実施内容（抜粋）：霧島⼭など各地の⽕⼭で⽕⼭ガス観測、広帯域地磁気-地電流（MT）観測等の各種観

測を実施し、⽕⼭の内部状態に関する知⾒が得られています。様々な⽕⼭を対象にトレンチ掘削などの調査や噴出物の分析を実
施し、次の噴⽕の予測につながる噴⽕履歴の把握が進んでいます。その他、各課題において調査分析や技術開発・システム開発
を進めました。

○平成30年度、引き続き各課題において調査分析や技術開発・システム開発を進めています。

B‐1 B‐2

B‐3 B‐4

C‐1 C‐2

C‐3

D‐1

D‐3

D‐2

B2‐1
B2‐2

課題A

課題B 課題C 課題D

次世代火山研究推進事業

3



火山災害対策のための情報ツールの開発（課題D-3）

4

〇課題D-3概要
本課題では「⽕⼭災害対策のための情報ツール」の開発を⾏っています．この情報ツールはいくつかのコン

テンツで構成され、平時及び発災時に⾃治体防災担当者の皆様が利⽤することを想定しています。そのため、
ユーザーである皆様のご意⾒・ニーズをお聞きし、コンテンツの中⾝（内容）やインターフェースに反映させ
る形で開発を進めて⾏きたいと考えています。（※後ほどアンケート調査にもご協⼒いただきたく存じます）
現在3つのコンテンツ（以下）を開発中です。

避難・救助⽀援コンテンツ（試作版）
登⼭客のビッグデータから、「（ある時間）どの辺
りに何⼈くらいの登⼭客がいるか」を明らかにし、
噴⽯シミュレーションなどから⼈的被害を推定する。

（平時の利⽤）
周知啓発・教育⽤コンテンツ（試作版）

⽕⼭に関する様々な情報を集約したサイト。⽕⼭・
⽕⼭防災に関する知識を⼿軽に学ぶことができ、資
料・画像・動画などを⼊⼿することができる。

（発災時の利⽤）
降灰被害予測コンテンツ（試作版）

観測データから得られる降灰情報等から、都市部に
おける降灰リスク評価に基づいた、降灰による（建
物、道路等への）被害予測情報をGIS上に表⽰する。

〇各種コンテンツ（開発中） 〇GIS版 ⽕⼭ハザードマップ

例）那須岳⽕⼭防災マップに載っている情報（⽕⼭灰、噴⽯、
溶岩流、⽕砕流の範囲）をGIS上でレイヤー表⽰できるよう
にしたもの。

現在多くの⽕⼭で⽕⼭ハザードマップが作成され、紙ベース
のものが存在します。これをGIS上で表⽰できるようにした
ものが、GIS版⽕⼭ハザードマップです。

現在30の⽕⼭でハザードマップをGIS版に変換済みです。
将来的には、常時観測⽕⼭50⽕⼭でハザードマップが存在
する⽕⼭全てでGIS版を作成し、無償で公開する予定です。



 平成28〜29年度、40名の受講⽣を受け⼊れ
(M1：18名, M2：11名, D1：7名, D2：4名)

 平成29年度：基礎コース38名（うち応⽤
コース4名）の修了を認定

 平成30年度、新たに22名（M1）の受講⽣
を受け⼊れ

<平成30年度の主な実施状況及び実施予定>
6⽉ 海外フィールド実習（イタリア ストロンボリ⼭）
7⽉ 海外フィールド実習（インドネシア シナブン⼭・トバ⼭）
10⽉ 蔵王フィールド実習（地球物理、地質／岩⽯）
10⽉ 雲仙フィールド実習（地球化学）、

特別受講⽣セミナー（雲仙）【対象：地⽅⾃治体職員等、受講⽣】
平成31年3⽉ 霧島⼭フィールド実習
・インターンシップ（⾃治体、気象研、産総研、防災科研、国⼟地理院等）

○ 最先端の⽕⼭研究を実施する⼤学や研究機関、⽕⼭防災を担当する国の機関や地⽅⾃治体など
からなるコンソーシアムを構築。

○ 受講⽣が所属する⼤学にとどまらない学際的な⽕⼭学を系統的に学べる環境を整えることで、
次世代の⽕⼭研究者を育成しています。

コンソーシアム参画機関（平成30年10⽉現在）
代表機関：東北⼤学
参加機関：北海道⼤学、⼭形⼤学、東京⼤学、東京⼯業⼤学、名古屋⼤学、京都⼤学、九州⼤学、⿅児島⼤学、神⼾⼤学
協⼒機関：信州⼤学、秋⽥⼤学、広島⼤学、茨城⼤学、⾸都⼤学東京、早稲⽥⼤学、防災科学技術研究所、産業技術総合研究所、

気象庁気象研究所、国⼟地理院
協⼒団体：北海道、宮城県、⻑野県、神奈川県、岐⾩県、⻑崎県、⿅児島県、

⽇本⽕⼭学会、イタリア⼤学間⽕⼭コンソーシアム（CIRVULC）

国内フィールド実習 海外フィールド実習
（ストロンボリ⼭）

⽕⼭学セミナー

 実施内容
主要３分野（地球物理学、地質・岩⽯学、

地球化学）の専⾨科⽬の授業
⽕⼭学セミナー（⼯学、社会科学等）
フィールド実習（国内／海外）
インターンシップ 等

火山研究人材育成コンソーシアム構築事業
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噴⽕の予兆が把握された場合や噴⽕が発⽣した際に、⽕⼭プロジェクトとして⽕⼭噴⽕緊急観測を実施

⇒ 得られた情報・観測成果をもって、⽕⼭噴⽕に対する減災・防災に貢献

噴⽕の予兆の把握
・研究者等からの情報
・⽕⼭噴⽕予知連絡会での情報共有
・気象庁が発表する解説情報等

噴⽕の発⽣
・研究者等からの報告
・噴⽕の発⽣に関する気象庁の情報
・その他、噴⽕発⽣の情報

専⾨家を派遣
（事前調査及び情報収集）

速やかに緊急観測を実施することが適切
と判断される場合は、情報収集を⾏いつ
つ、速やかに緊急観測の実施に移⾏

⽕⼭噴⽕緊急観測の実施

⽕⼭噴⽕予知連絡会
総合観測班

・気象庁等の機動観測
・⼤学等の調査観測

（科研費等） 緊急観測への
参加を促進

連携・調整等

総合観測班が設置された場合は、
緊急観測の結果等を活かして

総合観測班に参加

⽕⼭プロジェクト

⽕⼭プロジェクトの各課題における
成果の活⽤

気象庁、噴⽕予知連、地元⾃治体等へ
参考情報として積極的に提供

観測データ・観測結果等

⽕⼭噴⽕に対する減災・防災に貢献

⽕ ⼭ 噴 ⽕ 緊 急 観 測 部 会 に よ る 検 討

火山噴火緊急観測の実施
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⽂科省

地元⾃治体・
⽕⼭防災協議会

情報共有等

⽕⼭研究⼈材育成
コンソーシアム
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